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国家戦略特区ワーキンググループ ヒアリング（議事要旨） 

 

（開催要領） 

１ 日時 平成27年９月17日（木）15:32～16:06 

２ 場所 永田町合同庁舎７階特別会議室 

３ 出席 

＜ＷＧ委員＞ 

座長 八田 達夫 アジア成長研究所所長 

         大阪大学社会経済研究所招聘教授 

委員 原  英史 株式会社政策工房代表取締役社長 

＜関係省庁＞ 

瀬川 雅裕 農林水産省消費・安全局農産安全管理課課長 

峯戸松 勝秀 農林水産省消費・安全局農産安全管理課農薬対策室課長補佐 

塩沢 明日香 農林水産省消費・安全局農産安全管理課農薬対策室検査登録係長  

坂内 啓二 農林水産省消費・安全局農産安全管理課課長補佐（総務班） 

＜事務局＞ 

佐々木 基 内閣府地方創生推進室長 

川上 尚貴 内閣府地方創生推進室長代理 

藤原  豊 内閣府地方創生推進室次長 

富田 育稔 内閣府地方創生推進室参事官 

 
（議事次第） 

１ 開会 

２ 議事 無人ヘリコプター用農薬の転用登録の緩和について 

３ 閉会 

 

 

○藤原次長 やや時間が押しましたが、特区ワーキンググループのヒアリングをさせてい

ただきます。 

 最初のセッションでございますが、農林水産省の御担当の方々をお呼びいただいており

ますが、前回、提案の中身を事務局の中でもんだときに、委員の方からもぜひこの項目に

ついて議論を深めたいという話がございました。提案の内容については御説明済みでござ

いますので、農水省からの回答もいただいている中で、きょうはその議論を深めさせてい

ただければと思っております。 

 それでは、八田座長、よろしくお願いいたします。 



2 

 

○八田座長 お忙しいところお越しくださいまして、ありがとうございます。 

 それでは、早速これについて御説明をお願いいたします。 

○瀬川課長 御要望をいただいておりまして、我々回答も差し上げていますが、改めて農

薬取締法の登録制度が一体どういうものかということと、今回の御要望の回答の関係を説

明させていただきたいと思っております。 

 最初、横長のパワーポイントのものを打ち出した資料があると思います。これについて

御説明をさせていただきます。 

 まず１ページ目を簡単に説明しますと、農薬の役割と登録制度の関係が書いてございま

す。農薬は農産物を安定的に供給するために非常に必要な資材でありますが、一方で使う

目的が殺虫、害虫を殺す、あるいはかびなどを殺菌する。それから、雑草を枯らすといっ

た生理活性を持った物質でございますので、非常に重要な資材でありますが、安全性の評

価の徹底が求められている次第です。特に農薬の場合は農産物に使います。農産物という

のは将来、人の食品として一般の消費者の方が口に入れるものですし、工場と違いまして

農地は一般的に開放系でございます。環境中で開放系の環境で使うということで、人の安

全あるいは環境への安全性が厳しく求められるということになります。 

 登録の制度なのですが、基本的にこの農薬が全ていいということではなくて、どういう

使用方法で使われるときに認められるといった制度になっておりまして、使用方法を定め

て登録するというのが農薬取締法の基本となっております。 

 一方で、この使用方法を逆に言うと農家の人が守れば、できた農産物が人に対して安全

性に問題がないということができます。すべからく農産物を一々全ての農産物の残留検査

をするわけにいきませんので、むしろその使用方法をきちんと決めて、それを守って人の

健康を担保しているというシステムになっているということでございます。 

 めくっていただきまして３ページ目に、では使用方法は何だというものが書いてござい

ます。簡単に言いますと、使用方法というのはここに書いてありますように散布できる作

物、どういう作物に使っていいか。散布する際の農薬の濃度、どれぐらいの濃度でまくも

のか。あるいは散布時期です。収穫の何日前まで散布が可能か、あるいは散布を何回まで

していいといったものは、絶対に守ってもらうといったような使用方法として決まってお

ります。これは例えば食品の安全から言えば、使用する濃度が高ければ農作物に残留する

濃度が高くなる可能性がありますし、収穫前、苗のときにまくのと、実際に実がなってい

るときにまくもの、これによって例えば収穫物にどれぐらい残留するか変わってきます。

それから、散布の回数が多ければ残留の濃度が高くなるという可能性がありますので、人

の健康に対して重要な指標が、この使用方法として定まっているという形になります。 

 戻っていただきまして、この農薬の登録ですが、先ほど言いましたように右側に農薬メ

ーカーからまずこういう使用方法で使いたいということで、先ほど言いました４つのポイ

ント、どの作物に使うか、どの濃度で使うか、いつ使うか、何回使うかといったような使

用方法の案が出てきまして、これに基づいて人の健康に問題がないか、あるいは環境への
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影響が懸念されないかといったようなことを食品安全委員会、厚生労働省、これは主に食

品の安全性を担当する部局ですが、環境省は主に公共用水域の水質に問題がないかどうか

チェックするところですが、こういう機関を経まして問題がないといったもののみ登録が

できるという形になります。その際に例えば使用方法は、この濃度で使わなければいけな

い。あるいはどの作物に使っていいといったようなこともあわせて決まりまして、使用方

法が確定したもののみが登録されるというシステムになっているということです。 

 ですから、例えば除草剤のＡというものがあって、全ての作物に使っていいという登録

ではなくて、まさに食品の安全から見て、あるいは環境の影響から見て、さらに言うと実

際にまく人もいますので、まく人の安全性から見て問題がないものだけが登録されるとい

うシステムになってございます。 

 今回、御要望がありました無人ヘリコプターの関係ですが、使用方法として見るとどう

なるかということが４ページ目にまとめてございます。ここに書いてありますように、無

人ヘリコプターというのは積載される薬剤の重量に制限がありますので、地上散布に比べ

て高い濃度で散布することが一般的です。普通の地上防除に比べて100倍ぐらいの濃度でま

きますので、先ほど言いました使用方法のうち、使用濃度が顕著に違うということになり

ます。これによって例えば実際に農薬をまいた場合に作物に本当に被害が出ないかどうか、

あるいは残留量から見て人の健康に問題のおそれがないかどうか、こういうことをデータ

をもって確認をして登録されるという形になっております。 

 要望の中では、地上防除にあるものについて、そのまま使用量が同じであれば使えない

かということですが、基本的に使用方法を定めて安全性を確認したもののみを登録してい

るというのが農薬取締法の中で根幹となる制度でございますので、御要望にお応えするの

は非常に難しいのかなと考えております。特に農産物、一般の消費者に渡るものでござい

ますので、その安全性が確保されるかどうか、それから、実際につくった農産物が食品衛

生法に基づく残留基準値を超えてしまわないかどうかということについて確認をしないと、

せっかく農家の方が使っていただいても実際には残留が多くて、食品衛生法の基準値を超

えて流通できないということになってしまいますと、そもそも農業生産をやっていく本末

転倒になりますので、こういう点はきちんと確認した上で登録をしていく必要があると考

えております。 

 それから、補足で何点か説明させていただくと、要望書には三、四年の長い期間が必要

だということが書いてありますが、申請から実際に三、四年かかることは例外的なケース

を除いてはほとんどありません。通常であれば１年以内、長いものであっても２年ぐらい

の中で登録がとれるという形になっておりますし、今回、実証実験ということですので、

実験用途につきましては登録をとらなくても、実際には使用できるということになってい

ることを補足としてつけ加えさせていただきます。 

 以上でございます。 

○八田座長 どうもありがとうございました。 
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 これは事務局に伺いたいのですけれども、実験ということはどの程度の期間の実験なの

でしょうか。 

○藤原次長 提案内容を今、お出ししようと思っていたのですが、そこはどうなっていま

すか。用意してください。 

○八田座長 それから、今おっしゃったものについて言えば、作物への残留というのは少

なくとも当省においてこういうヘリコプターでまくことと残留との関係はどうかというの

は、ここではチェックしろということは言えますね。最初にね。そして、それを悉皆でや

るのか、サンプル調査でやるのかは別にして、それは従来そういう知見がないならば、そ

の作物への残留はチェックすればいいということではないですか。 

○瀬川課長 登録の中で先ほども作物残留濃度というのは、まさに実験によって濃度を出

していただいて、それをもとに評価をして登録をしているわけです。ですから、そういう

データを持ってきて登録していただくという形になります。実際に残留濃度の実験は実際

に登録する中でもやっていますので、そういう実験をするときには登録がそもそもありま

せんので、通常のメーカーさんでも登録をする前に実験をして登録をとっていただいてい

るという形になっております。 

○八田座長 わかりました。ここは特に制約にならないですね。ちゃんとやるならばね。

もちろん残留が多ければそんなものはやらないほうがいい。 

 それから、薬効が十分に発揮できないというのは、これは当事者の責任ですね。せっか

く金をかけてヘリコプターを雇って何も効果がなかったら、それはしようがないですね。 

○瀬川課長 一方で、特に農薬の場合は非常に厳しい規制がかかっているのは、環境中で

使うということなのです。開放系の環境中で使います。例えば薬効がないのに使うという

ことは、必要がないのに生理活性を持った物質を単に目的を持たずにばらまいているとい

う形になってしまいますので、我々としては薬効というのは必要があるから農薬の使用を

認めているので、効果を果たせない化学物質を開発して環境中にまいていくということは、

化学物質の管理の仕方として適切ではないと考えています。 

○八田座長 しかし、余りそれを長いことやるのは非合理的ですね。当事者が金をかけて

何も効果がないものをやるというのは合理的で、これは放っておいたって自然に淘汰され

ますね。 

○瀬川課長 我々はずっと試験をやり続けるということではなくて、多分この実証の中で

もデータをとっていかれるのだと思うのです。ほかの会社も皆さん同じなのです。実際に

はまいてみて、効果があるかどうかを検証した上で、効果がある濃度が決まるということ

です。その濃度が決まったときに安全性に問題はないかといった形でやりますので、実際

に効果を見るのと、どの濃度で使うか。どの濃度で使えば安全かどうか。これは一体的な

ものだと考えております。 

○八田座長 無駄に空中散布すべきではないという点はわかりました。私が言いたいのは、

薬効が十分発揮できているかどうかということは、規制をしなくても自然淘汰で起きるで



5 

 

しょうという、それだけのことです。 

○瀬川課長 ただ、農薬取締法の中で先ほども申し上げたように、効果がないものは登録

をしないということで、当該農薬の参考で資料をつけさせていただきましたが、農取法の

抜粋の中で２ページに当該農薬の薬効が著しく劣り、農薬としての使用価値がないと認め

られるものは、農薬登録をしないという規定になっているということでございます。 

○原委員 規制としては余計な規制という気がしますね。 

○八田座長  

 次に、使用する人への影響。これはチェックする必要があるのだろうと思いますが、こ

れについては100倍の濃度の場合には、普通は特別な措置を講ずるのですか。何か義務づけ

るのですか。防護服をつけろとかそういうようなこと。 

○峯戸松課長補佐  それにつきましては、実際に農薬の成分で毒性試験を実施しまして、

散布するときの濃度から使用者がどれぐらいばく露するかということを試算して決めます

ので、例えば毒性が弱いものであれば濃度が100倍になっても特段の防護装備は要らないか

もしれませんし、もし必要があればマスクをしなさいとか、めがねをしなさいとか、そう

いうものを製剤ごとに、これは使用方法からまく濃度が決まりますので、それを見て注意

事項としてつけているという形になっております。 

○八田座長 そうすると、このように考えてよろしいでしょうか。基本的には実験段階を

飛ばして、こんなものを認めるわけにはいきませんよ。でも実験はできるのだから、そこ

でこういう３つのことについてチェックして調べなさい。そうしたらば、それは登録でき

ます。ただし、そのプロセスに時間がかかるということが問題だとしたら、それはかなり

早くやります。そういうことですか。どっちみち早くやっているのですね。そういうこと

なのですね。 

 それが御意見のまとめだと思うのですが、では、原委員、何か御指摘はありますか。 

○原委員 この提案の内容は、今まとめられたようにスピーディーに実験ができればいい

ということでしたか。もう一回確認をしておきたいのですけれども。 

○富田参事官 提案の内容は、無人ヘリコプターによる農作業効率化実証実験という名目

のもとに、無人飛行ロボットによる防除対象作物の拡大の可能性を検証するということで

実証実験をしたいという申請です。 

○八田座長 ここに申請から使用可能になるまで三、四年もの長い期間と、１剤当たり数

十万の費用が必要であると書かれています。これが無人飛行ロボットの農薬活用促進の障

害となっている。だから使用可能になるまで三、四年もの長い期間がかかるということと、

先ほどおっしゃったマキシマム２年ですということ、それから、数十万の費用がかかると

いうこと。その２点ではないでしょうか。 

○原委員 費用はどういう形でかかるのですか。 

○瀬川課長 作物残留試験ですと、例えば先ほど言いましたように、この濃度でまいてみ

て、実際に収穫物にどれぐらい残留するかというものを持ってきて分析をしなければいけ
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ません。そういう作物残留試験というものがあるのですけれども、そういう分析とか、あ

るいは試験圃場を借り上げるとか、そういうものでいろいろな試験費用がかかってくると

いう形になります。 

○原委員 それは事業者さんが負担をして結果を出す。 

○瀬川課長 無人ヘリにかかわらず、事業者が負担をしてデータを出して、それに基づい

て我々が評価をするという仕組みになっています。 

○八田座長 似たような農薬が似たような条件で使われる前の実験があったら、それは活

用するのですか。 

○峯戸松課長補佐  そのとおりです。実際に例えばこれは無人ヘリにかかわらずなのです

けれども、既に登録されている、認められている使用方法を少し変えたいというときは、

全くゼロというわけにはいかないのですけれども、新しい使用方法で効果があって安全か

ということを確認するための試験が必要ですが、試験の数を減らすとか、そういったこと

はしております。 

○八田座長 そうすると、パイオニアは物すごく高い費用負担をしなければいけなくて、

その後に続く人は割と楽だという状況ですか。 

○瀬川課長 ただ、剤によって特性が違いますので、例えば分解しやすい剤とかあります

ので、同じ剤でやっている場合についてはということで、多分同じ剤を開発している人は

無人ヘリコプター用の剤を開発するのは同じだと思いますので、そういう意味では同じ会

社の人が自分が過去に出したデータを使える部分があるという形になるのだと思います。 

○原委員 基本的なところを理解していないかもしれないです。これは農薬メーカーさん

が登録をするわけですね。 

○瀬川課長 国が登録をいたします。 

○原委員 登録申請は農薬メーカーさんがして、こういう使い方で使うことについての登

録をするというのを１回やると、そこはいろいろな農家さんがどこででも使えるようにな

る。その使い方でやると理解していいわけですね。 

 初歩的なところでもう一個お伺いしたいのが、作物と濃度と時期と頻度になっているの

ですけれども、これは量というのは関係ないのですか。 

○瀬川課長 今回、無人ヘリコプターでまく剤というのは大体液体のものをまくのです。

液体のものは濃度が重要になってきます。あと、例えば地面にまく粒剤とか、そういうも

のはむしろ濃度はありませんので、どれぐらいまくか、量というのが重要になってくるの

ですが、液体については付着をしますので、付着する液の濃度がどれぐらいかということ

で、残留濃度に大きく影響があるということです。 

○原委員 だからどのぐらい、量をたくさんまいても関係ないわけですか。付着をする量

というのは。 

○瀬川課長 一般的に農家の方、余分にまきませんので、基本的なまき方をする量でまい

ていただければいいと考えております。 
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○原委員 そうすると、地上散布かヘリコプターでまくかというのは、単に濃度の問題で

あって、仮にヘリコプターで何度も何度も飛ばす前提で、同じ濃度でやっている分には別

に構わないわけですね。 

○瀬川課長 そうですね。その場合、確かに効果ですとか薬害とか、残留は余りそういう

事例がないので検討していませんけれども、かなり簡略化できるのではないか。ただ、環

境面だけは高いところからまくという要素ですので、改めて高いところからまきますと畑

以外のところにも飛散をしやすくなりますので、例えば河川のほうに飛んでいってしまう

農薬の量がふえますと、その量で魚とかに悪影響がないかというのを評価しないといけま

せん。その評価は必要ですけれども、簡略化はできるかと思います。ただ、同じ濃度でま

くと既存の登録されている農薬を地上散布の濃度で考えると、今のヘリコプターに１回積

める量でまける範囲は多分10メートル四方とか、それぐらいになってしまうと思います。 

○原委員 まき方というのは、地面でまくとか、上空からまくというのも全部使用方法の

中に書かれるわけですか。 

○峯戸松課長補佐 製品のラベルには書いております。 

○原委員 それは地上かヘリコプターかぐらいの区別でなされる。 

○峯戸松課長補佐  有人ヘリコプターとかの航空散布というものと、無人ヘリコプターの

散布と、実際に人が地面でまく方法というもの、高さによる区分はその３種類がございま

す。 

○原委員 もう一つは、実験であれば構いませんということでしたが、実証実験の実施と

いうのが先ほどの１年とか２年とかかかるものということですか。 

○瀬川課長 実験のデータをいただいてから、実際にそのデータが適切であるかどうかと

いうのを我々は審査をしなければいけませんし、必要によっては先ほども図がありました

けれども、環境省、厚労省に残留濃度などの基準値の見直しをしていただかなければいけ

ない可能性があります。そういうものも含めまして登録の申請が、データがそろいました

よと言ってから長いもので２年以内、短いものでもし余り変更が必要でないものは１年以

内、９カ月ぐらいで登録になるということでございます。 

○原委員 質問の仕方が、頭の整理が十分できていなかったかもしれなかったかもしれな

いのですが、実験をするに当たって多分その農薬メーカーさんからすると、これが効果が

あるのかどうかという実験と、まさにここでされるような安全性についての実験と両面を

含んでいて、前者についての実験と恐らく同時並行でやっていくのだろうと思いますけれ

ども、そこの実験をやっている分には構わないということですね。それは何か実験ですと

いうことについての登録か何かをされるのですか。 

○瀬川課長 実験に当たって認可の必要とか、そういうことはございません。 

○原委員 実験ですと自分で言っている限りは構わない。 

○瀬川課長 ただ、実験ですので当然先ほど言いましたようにどれぐらい残留するかわか

らないわけです。そうすると、その食品を、例えば収穫物を売らないでくださいと言わな
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いと、実際に安全性の確認がされていない農産物が流通することになりますので、実験に

当たっては例えば収穫したものをきちんと管理をすることとか、そういうものは指導の中

でやらせていただいているところでございます。 

○原委員 わかりました。そうすると、これはだから先ほどの提案内容との関係で言うと、

ここで言われているような実験自体は別にやろうと思えばできます。それは別に三、四年

かかりません。コストはどの程度かかるのかは事業者さん次第ということですね。 

 それと、もう一回規制の枠組みのところに戻ると、登録申請をする人がコスト負担をす

る仕組み。いろいろな安全規制を考えたときに、どちらがコスト負担をするのか。要する

に認める側がするのかどうかというのは物によって違うと思いますけれども、この規制に

ついて事業者側でコスト負担をするというのは、どういう頭の整理になっていると考えた

らいいですか。 

○瀬川課長 登録をすることによって販売が可能になるということです。農薬の場合は日

本だけでなく、開発者が負担をして、それで安全性を確認してもらったものを流通に乗せ

るというのが一般的でございます。 

○原委員 食品であれば国で負担するのではないかと思うのですが、ではないですか。 

○瀬川課長 食品の安全性を国が登録とか、そういう審査をするようなシステムにはなっ

ていないと思います。 

○原委員 物によってありますね。 

○坂内課長補佐 基本は農薬メーカーさんが自分たちでいろいろ試験をして、それで登録

をするわけなのですけれども、それは農薬メーカーさんがいろいろな薬剤を持っていまし

て、それをこれがいいですよ、悪いですよ、効きますよということで申請をして、国の側

は何をするかというと独立行政法人のFAMICというところがあるのですけれども、そこの場

で本当に提出されたデータがちゃんと大丈夫かどうか。食品の安全性の観点だと食品安全

委員会になりますけれども、そういったところで出されたものを出そうかどうかという判

断をコストをかけて、そちらのほうでチェックをするという国の場はあります。 

 メーカーさんのほうは人間の飲むお薬もそうだと思うのですけれども、いろいろ新しい

新規薬剤を開発するときに、自分たちで費用を、お薬の場合だと何億という物すごいお金

がかかると思うのですが、そういった形で開発をして、それで出しているという流れなの

で、基本的にはそういった形でやっています。 

○原委員 なるほど。薬なんかに近いということですね。 

 そのときに先ほどの八田座長が言われたところに戻っていきますけれども、恐らく農薬

メーカーさんが自分で効果が出るかどうかというのはおよそ当然にチェックをされるはず

であって、効果のないものを売ることはおよそ彼らにとっても商売にならないはずなので、

そんなのはしないと思うのですけれども、そのときに仮に今の規制で薬効があるのかどう

かとか、使用価値があるのかどうかといったところまで提出を求められて、それによって

余計なコストがかかっているとしたら、そこの部分は排除してあげるということがあり得
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るのではないかと思うのですけれども、そういう可能性はあるのでしょうか。 

○瀬川課長 先ほどそもそもの前提で、我々は使用濃度で薬効と書いております。例えば

同じ薬剤でも虫によって、この濃度だったら効くけれども、これは例えばアブラムシには

効かないとか、そういうものがありますので、そういう意味でそれぞれの薬効を確認して

いるということでございます。同じ濃度で薬効が認められているものについて、新しく別

に薬効のデータが完全に一から必要だということにはならないというのは、先ほど担当の

ほうから説明を差し上げたとおりです。 

○原委員 ただ、まき方の濃度によって薬効があるのかどうか。濃度が変わったときにそ

れが求められるわけですね。 

○瀬川課長 例えば濃度が薄くなったときに本当に効くのか。一方で逆に濃度が高くなる

と薬害が出る可能性が高くなります。薬害というのはつまり作物自身に害が出てしまうと

いう形がありますので、そういう濃度が変わったときに薬効、薬害のデータを我々は求め

ているということです。 

○原委員 いずれにしても効果があるのかどうかということについては、これはデータで

農薬メーカーさんで、規制があろうがなかろうが当然に検証しているのだろうと思うので

すが、それがそういう通常のデータを出せば構わないということになっていると理解して

よろしいですか。 

○峯戸松課長補佐  そうですね。さらに資料では薬効があるか薬害があるかと２つ書いて

います。それで薬害があるか、薬効があるかも同じように作物にまいてみないとわからな

いので、１つの試験で複数のデータをとることもできますので、例えば濃い濃度でまきま

すというときに、当然害が出ないかどうかというのは確認をしないといけないと思うので

すけれども、その試験で同時に薬効を見ることもできますので、そういう形で可能な範囲

で負担を軽減していくことは今も進めているところです。 

○原委員 結果的には薬効があるかないかは農薬メーカーさんでチェックをしているから、

別に追加的な負担にはなっていませんということになるかもしれませんが、一方でルール

として見たときには、何かこんなものは規制としては余計なお世話ではないですかと。 

○八田座長 例えば後で薬効が全くないということがわかりました。そういうときには取

り消しますよというのはあってもいいと思うのです。要するにお客さんをだましていた。

それはあってもいいと思うけれども、全て時間がかかり、コストがかかるのならば、基本

的には不必要な規制はなしにしたほうがいいのではないですか。 

○瀬川課長 そもそも農薬取締法ができた経緯は非常に古い法律なのですが、もともと品

質が悪い農薬がたくさん出回っていて、それで農業者がきちんと効果があるものを農業者

に提供していくといったようなものが過去非常に古いときのものです。そういう意味でま

ずきちんと効くものであって、農業者がそれを使ったときに経済的に不利益が出ないとい

ったものも法目的の１つの重要な柱でございますので、効果というものを見ているという

ことです。 
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○八田座長 医療用のお薬の効果は簡単にわからないけれども、農薬の効果はわかるだろ

うと思っていたけれども、それは間違いで、農薬の効果もなかなかいろいろ厳密にチェッ

クしないとわからないわけですね。 

○瀬川課長 非常にたくさんの化学物質がありまして、それぞれ作用点でこういうところ

は効くだろうというのは、メーカーが開発しているときに考えながら開発していますけれ

ども、実際に現場でこういうまき方をしたときに効くかどうかということを担保する仕組

みが必要だと考えています。 

○原委員 歴史的にそういう規制が必要であったのだろうというのは大変よくわかったの

ですけれども、ただ、規制の種類としては少し古くて、恐らく最近は使われる側もどの程

度効くのかとか、もっと求められるのではないか。これは効きます、効きませんというこ

とを○か×かというよりは、試験成績はどんなことで、どういうまき方をしたらどう効く

んですかという情報の開示を求める方向にだんだん動いてきているというのが、農薬の分

野以外も含めた社会のマーケット全体でのニーズだと思うのですけれども、そういう方向

には農薬メーカーさんは動いていないのですか。そういったデータを開示する。さらに言

えば規制についても本当は試験成績を開示したら、別にそれであとは使う側の判断なので

売っていいではないですかというような規制の体系に切りかえていくというのもあり得る

と思うのです。 

○八田座長 しかもこれは地面でやって効果があると認められている農薬なのです。それ

をただ上からまくかどうかだけの違いですからね。 

○峯戸松課長補佐  その点で言いますと、確かに量が少なくなってちゃんとまけるかどう

かという点になりますので、先ほどお話しました薬効、薬害は同じ試験で見ることができ

ますので、どちらかというと１つの試験で２つを見ているうちに、この無人ヘリコプター

の場合はどちらかというと薬害をさらに重視して見ているという形になるかと思いますの

で、余りこれをもって何か負担がということはないかと思います。 

 情報の開示ですけれども、個々の農家の方にどれだけ農薬メーカーが、これはなかなか

細かいデータをお見せしても評価していただくのは難しいかと思います。指導者のほうに

は技術資料などは出している場合はあるかと思いますが、確かに義務づけにはなっており

ませんので、これはメーカーが販売促進の過程でやっていることはあるかと思います。 

○八田座長 そうすると、提案者と当局の認識で一番矛盾しているのは、提案者は３年、

４年かかる。当局はそんなことはないよ。結局そこですね。 

○原委員 きょうのお話で大分わかってきたので、それで提案者さんにももう一度、どこ

が本当のところ困りますかと。 

○八田座長 そうですね。そういうことでしょうね。では、提案者と相談してみます。ど

うもありがとうございました。 


